
資料 １ 

岡山市子どもの貧困対策推進本部 

の設置について 



■子どもの貧困率

18歳未満の子どもで１５．７％（2010年OECD加盟国34か国中25位）
（OECD2014年データ、日本の数値は2009年厚労省データ）

■一人親世帯での貧困率５０．８％（2010年OECD加盟国34か国中33位）
（OECD2014年データ、日本の数値は2009年厚労省データ）

※現在の数値は子どもの貧困率１６．３％、一人親世帯での貧困率５４．６％（いずれも2012年データ）

■生活保護世帯の子どもの高等学校進学率８９．９％（全体では９８．４％）
■世代を超えた「貧困の連鎖」

■子どもの貧困率

18歳未満の子どもで１５．７％（2010年OECD加盟国34か国中25位）
（OECD2014年データ、日本の数値は2009年厚労省データ）

■一人親世帯での貧困率５０．８％（2010年OECD加盟国34か国中33位）
（OECD2014年データ、日本の数値は2009年厚労省データ）

※現在の数値は子どもの貧困率１６．３％、一人親世帯での貧困率５４．６％（いずれも2012年データ）

■生活保護世帯の子どもの高等学校進学率８９．９％（全体では９８．４％）
■世代を超えた「貧困の連鎖」

子どもの貧困対策の経過について

背 景

この法律は、貧困の状況にある子どもが健やかに育成され環境を整備するととも
に、 教育の機会均等を図るため、子どもの貧困対策を総合的に推進することを目的
とする。

■ 子どもの貧困対策は、子どもの将来がその生まれ育った環境によって左右され
ることのない社会を実現することを旨として推進されなければならない。

■ 子どもの貧困対策は、国及び地方公共団体の関係機関相互の密接な連携の下
に、総合的な取組として行わなければならない。

この法律は、貧困の状況にある子どもが健やかに育成され環境を整備するととも
に、 教育の機会均等を図るため、子どもの貧困対策を総合的に推進することを目的
とする。

■ 子どもの貧困対策は、子どもの将来がその生まれ育った環境によって左右され
ることのない社会を実現することを旨として推進されなければならない。

■ 子どもの貧困対策は、国及び地方公共団体の関係機関相互の密接な連携の下
に、総合的な取組として行わなければならない。

子どもの貧困対策推進に関する法律 （平成26年1月17日施行）
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岡山市子どもの貧困対策推進本部設置要綱

（設置）

第 1条 子どもの貧困対策の推進に関する法律（平成 25年法律第 64号）の趣旨を踏まえ、子ど
もの貧困対策にかかる施策を総合的かつ円滑に推進するため、岡山市子どもの貧困対策推進本部

（以下「本部」という。）を設置する。

（組織）

第 2条 本部は、本部長、副本部長及び本部員で組織する。
2 本部長は、市長をもって充てる。
3 副本部長は、岡山っ子育成局を担当する副市長をもって充てる。
4 本部員は、別表１に掲げる者をもって充てる。

（本部長等の職務）

第 3条 本部長は、本部の事務を総理する。
2 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるときは、その職務を代行する。

（会議）

第 4条 本部の会議は、本部長が招集する。
2 本部長が必要と認めるときは、本部員以外の者に会議への出席を求めることができる。

（プロジェクトチーム及びチームリーダー）

第 5条 本部にプロジェクトチーム（以下「チーム」という。）及びチームリーダー（以下「リー
ダー」という。）を置く。

2 リーダーは、岡山っ子育成局統括審議監をもって充てる。
3 チームの構成員は、別表２に掲げる者をもって充てる。
4 リーダーは、必要があると認めるときは、チームの構成員を招集しチーム会議を開催すること
ができる。

5 リーダーは、必要があると認めるときは、構成員以外の者に会議への出席を求めることができ
る。

（庶務）

第 6条 本部の庶務は、岡山っ子育成局こども福祉課において処理する。

（施行の細目）

第 7条 この要綱の施行に関し必要な事項は、本部長が定める。

   附 則

 この要綱は、平成 28年 8月 23日から施行する。



別表１（第２条関係）

市民協働局長  保健福祉局長  岡山っ子育成局長  産業政策担当局長  教育長

別表２（第５条関係）

市民協働局統括審議監  市民活動支援担当課長  保健福祉局副局長  福祉援護課長  

生活保護・自立支援課長  医療助成課長  障害福祉課長  保健管理課長

岡山っ子育成局統括審議監  地域子育て支援課長  こども福祉課長  

保育・幼児教育課長  就園管理課長  こども総合相談所長  

発達障害者支援センター所長  経済局統括審議監  産業振興・雇用推進課長  

教育委員会事務局審議監（学校教育担当）  就学課長  教育支援担当課長  

保健体育課長



子どもの貧困対策推進スケジュール（案）
Ｈ２８ Ｈ２９

月 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 ・・

会議開催

実態把握

新規・拡充
事業

既存事業
の活用

「本部会議」＝子どもの貧困対策推進本部会議
「ＰＴ会議」＝プロジェクトチーム会議

事業化を継続

して検討

Ｐ

Ｔ

会

議

Ｐ

Ｔ

会

議

Ｐ

Ｔ

会

議

Ｐ

Ｔ

会

議

実態の把握 ・ 課題の抽出 ・ 指標の設定
※関係各課が保有するデータから

※関係機関、団体、有識者等からヒアリング

実態把握・課題抽出継続
※関係各課が保有するデータから

※関係機関、団体、有識者からヒアリング

平成２９年度予算要求
※早期に現状把握ができたもの 事 業 化

本Ｐ

部Ｔ

会会

議議

本Ｐ

部Ｔ

会会

議議

本Ｐ

部Ｔ

会会

議議

既存事業

ピックアップ
活 用
（関係他課の事業を把握し互いに連携を図る。）

連携方法

検討
まとめ

子どもの貧困対策ポータルサイト入力・市民へ周知 ポータルサイト情報の追加・更新



資料 ２　
出典：【内閣府】第１回子供の貧困対策に関する有識者会議（H28.7.14）







1 

岡山市子ども・子育て支援プランに掲げる子どもの貧困対策事業 

①教育の支援 

事業名 事業概要 

奨学金、入学 

一時金の貸付 

奨学金制度…岡山市内に居住する人、またはその子どもで、大学(短期大学

を含む) 、高等専門学校、高等学校、専修学校へ就学する場合、成績・家計

状況・人物評価の審査の結果に基づき、奨学金を貸し付ける。 

入学一時金貸付制度…岡山市内に居住している人へ、入学一時金を貸付け

し、高等学校・大学等への入学時の費用負担を軽減する。 

生活保護世帯 

学童服購入助成 

小・中学校に入学する児童・生徒が属する生活保護の被保護世帯に対し、学

童服の購入に必要な費用の助成を行う。 

就学援助世帯 

学童服支給 

小学校4年生に進級する児童が属する就学援助を受けている世帯に対し、学

童服の支給を行う。 

生活保護世帯 

入学祝金 

小・中学校に入学する児童・生徒が属する生活保護の被保護世帯に対し、入

学祝金の支給を行う。 

就学援助 

経済的理由により就学が困難な児童生徒の保護者に対し、学用品費、給食費、

修学旅行費等一部の援助を行う。 

高等学校等就学 

支援金 

高等学校等に在籍する生徒に対して、授業料に充てるため、高等学校等就学

支援金を支給(学校設置者が代理受領)することにより、家庭の教育費の負担軽

減を図る。 

生活困窮者自立支援

事業（学習支援業務）

生活保護受給世帯の中学生等に対して学習支援・相談支援を行い、貧困の連

鎖を防止する。また、対象の拡大を図っていく。 

②生活の支援 

事業名 事業概要 

利用者負担額の軽減 同一世帯に認可保育所・幼稚園・認定こども園に入所している児童が2人以

上いる場合、利用者負担額の軽減を図る。 

利用者負担額 

減免制度 

所定の条件を満たす児童に対する利用者負担額において、その減免を行い、

家庭の負担軽減を図る。 

私立幼稚園就園奨励

費補助事業 

保護者の経済的負担の軽減を図るとともに、公私立幼稚園間の保護者負担の

格差の是正を図るため補助金を交付する。 

家計に与える 

影響を考慮した 

保育料算定 

同一世帯において認可保育所、幼稚園、認定こども園、特別支援学校幼稚部、

児童発達支援、医療型児童発達支援を利用し、若しくは情緒障害児短期治療

施設通所部に入所している就学前の児童が同時に2人以上いる場合で、年齢

の高い児童から数えて2番目以降の児童が保育所に入所しているときは第2

子、第3子以降児の保育料を適用することで、家計に与える影響に配慮した

保育料算定を行う。 

資料 ３ 
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子育て短期支援 (シ

ョートステイ) 事業 

児童の保護者の社会的な事由により、家庭における児童の養育が困難となっ

た場合に、一時的に児童福祉施設等に児童の養育を委託することによって、

児童及びその家庭の福祉向上を図る。 

子ども医療費 

助成制度 

子ども（通院については就学前まで、入院については中学校３年生まで）が

医療機関等を受診した場合にかかる医療費（保険診療分）の自己負担額を助

成する。（平成28年4月から、通院医療費について新たに小学生を助成対象

とし、現行の3割負担を1割負担に軽減） 

ひとり親家庭等 

医療費助成制度 

ひとり親家庭等の医療費負担の軽減を図るため、保険診療に係る自己負担分

から一部負担金を控除した額を公費で負担する。(所得制限あり) 

里親支援機関 

事業 

里親制度の普及促進…市民に対し里親経験者による講演などの啓発活動を

行うとともに、養育里親等に対する研修を実施し、養育技術の向上を図る。 

里親委託の推進・支援…里親委託のための調整や里親に対する子どもの養育

に関する支援を総合的に推進する。 

児童相談及び 

児童福祉施設等への

措置 

児童の健全な育成が図られるよう、さまざまな相談業務を実施するととも

に、保護者の社会的な事由により、家庭における児童の養育が困難となった

場合に児童福祉施設等に児童の養育を委託することによって、児童及びその

家庭の福祉向上を図る。 

入所施設児童等福祉

対策費助成金 

入所施設児童、通所施設児童等の福祉の向上を図るため、施設の設置者又は

運営者等に補助を行う。 

岡山市更生保護サポ

ートセンター事業 

更生保護サポートセンターを通じ、保護司との連携・協力のもと、支援を要

する人々に対して必要な相談窓口を設置している。 

岡山市生活困窮者自

立相談支援事業 

「岡山市寄り添いサポートセンター」において、経済的な問題などで生活に

お困りの方からの相談を受け、就労に向けた支援のほか、支援員が寄り添っ

て既存の専門機関等と連携しながら、生活の安定に向けた支援を行う。 

③就労の支援 

事業名 事業概要 

母子家庭等就業自立

支援事業 

母子及び父子家庭等の保護者に対し、就業相談から就業支援講習会の実施、

就業情報の提供等一貫した就業支援サービスを提供する。 

福祉ジョブ・サポー

ト・スペース岡山事業

岡山市とハローワーク岡山が協働で、市内3箇所に施設を設置し、岡山市が

行う福祉・就労相談とハローワークが行う職業相談・職業紹介を一体的に提

供し、予約制で支援する。 

マザーズハローワー

ク出張相談事業 

マザーズハローワークと共同で、主に育児中の女性を対象に、仕事への復帰

相談、具体的な仕事紹介、セミナー紹介等を市内ふれあいセンター等で行う。
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④経済的支援 

事業名 事業概要 

児童手当・特例 

給付 

家庭等における生活の安定に寄与するとともに、次代の社会を担う児童の

健やかな成長に資するため、手当の給付を行う。 

母子・父子家庭等自立

支援給付金事業 

母子及び父子家庭の父母が就職する際に、有利で生活の安定につながる資

格を取得するための養成機関に通う場合に給付を行う。 

児童扶養手当 
父親又は母親がいない児童等を養育している場合、手当を支給する。 

母子父子寡婦 

福祉資金の貸付 

母子家庭、父子家庭、寡婦世帯で生活上や資金づくりが困難なとき、各種

貸付を実施する。(母子福祉資金、父子福祉資金、寡婦福祉資金) 



国の指標

担当課 時点 出典

1 90.3% 92.8% 98.8%

2 30.1% 33.4% 73.2%

3 6.4% 4.5% 1.5%

4 中学卒業後 1.2% 1.7% 0.3%

5 高校等卒業後 45.2% 45.5% 18.2%

6 児童養護施設の子供の進学率 中学卒業後 100.0% 97.0% 98.8%

7 児童養護施設の子供の就職率 中学卒業後 0.0% 1.0% 0.3%

8 児童養護施設の子供の進学率 高校等卒業後 42.9% 23.3% 73.2%

9 児童養護施設の子供の就職率 高校等卒業後 42.9% 70.4% 18.2%

10 0人 1,186人 －

11 39.6% 56.9% －

12 97.4% 87.1% －

13

毎年度の進級時に学校
で就学援助制度の書類
を配付している市町村
の割合

100.0% 67.5% －

14
入学時に学校で就学援
助制度の書類を配付し
ている市町村の割合

100.0% 66.6% －

岡山市の子どもの貧困にかかる関連指標

担当課 時点

15.7% －

うち小学校 14.6% －

うち中学校 18.0% －

2.0% 1.4%

うち小学校 1.8% 1.3%

うち中学校 2.4% 1.6%

1.3% 1.2%

うち小学校 0.6% 0.4%

うち中学校 2.7% 2.7%

2.6% 1.8%

うち小学校 1.6% 0.9%

うち中学校 4.7% 3.6%

岡山市の現況
指標
番号

項　　　　目
岡山市の

現況

国の

直近値

国の
全世帯の
直近値

スクールソーシャルワーカーの配置人数

スクールカウンセラーを配置する小学校の割合

生活保護世帯に属する子供の高等学校等進学率

生活保護世帯に属する子供の大学等進学率

生活保護世帯に属する子供の高等学校等中退率

生活保護世帯に属する
子供の就職率

指導課 H28.4.1

H26年度
文部科学省
初等中等教育
局
児童生徒課調
べ

スクールカウンセラーを配置する中学校の割合

就学援助制度に関する
周知状況

番号 項　　　　目
岡山市の

現況

岡山市の現況

1
就学援助を受給している
児童の割合 就学課 H27.5.1

国の

直近値

2
生活保護（教育扶助）を
受給している児童の割合

生活保護・
自立支援課

H27.5.1

3 不登校児童の割合 指導課 H26.5.1

4 長期欠席児童の割合 指導課 H26.5.1

資料　４

生活保護・
自立支援課

H28.4.1

H27.4.1
厚生労働省
社会・援護局
保護課調べ

こども福祉
課

H27.5.1

H27.5.1
厚生労働省
雇用均等・
児童家庭局
家庭福祉課調
べ

子どもの貧困にかかる指標（子供の貧困対策に関する大綱から抜粋）



子どもの貧困対策推進関連施策

福祉援護課
○生活保護世帯入学祝金・学童服購入助成
○就学援助世帯学童服支給
○更生保護サポートセンター

生活保護・自立支援課

○岡山市生活困窮者自立支援事業
○福祉ジョブ・サポート・スペース
○学習支援
○生活保護制度

医療助成課
○ひとり親家庭等医療費助成制度
○子ども医療費助成制度

障害福祉課

○療育手帳・身体障害者手帳
○障害者就労移行支援事業所
○障害者就労継続支援事業所
○岡山市障害者職場定着支援活動費補助金
○特別児童扶養手当
○障害児福祉手当
○岡山市児童福祉年金
○岡山市心身障害者扶養共済制度
○特別障害者手当

こころの健康センター ○精神障害者保健福祉手帳

健康づくり課

○乳児家庭全戸訪問事業
○自立支援医療（育成医療）
○小児慢性特定疾病医療
○未熟児養育医療

地域子育て支援課
○ファミリーサポート事業
○シルバー世代産前産後応援事業
○放課後子ども教室

こども福祉課

○子育て短期支援事業（ショートステイ）
○母子生活支援施設
○退所児童等アフターケア事業
○母子父子家庭自立支援教育訓練給付金
○母子父子家庭高等教育訓練促進給付金
○母子父子家庭高校卒業程度認定試験資格合格支援事業
○母子家庭就労支援講習会
○学習支援
○奨学金・入学一時金貸付金
○児童手当・特例給付
○児童扶養手当
○母子父子寡婦福祉資金貸付
○入所施設児童等福祉対策事業
○子ども相談主事

保育・幼児教育課 ○私立幼稚園就園奨励費補助

就園管理課
○利用者負担額の軽減
○利用者負担額減免制度
○家計に与える影響を考慮した保育料算定

こども総合相談所
○里親支援機関事業
○児童相談・児童福祉施設等への措置

経済局 産業振興・雇用推進課 ○岡山市勤労者融資制度
○マザーズハローワーク出張相談

都市整備局 住宅課 ○市営住宅抽選優遇措置（ひとり親・ＤＶ被害者・障害者）

学事課 ○習熟度別サポート事業

就学課
○就学援助
○高等学校等就学支援金
○特別支援教育奨励費

指導課

○適応指導教室
○地域協働学校（コミュニティスクール）
○スクールソーシャルワーカー
○スクールカウンセラー

課名

保健福祉局

岡山っ子育成局

教育委員会

関連施策局
資料５


